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外
国
金
融
機
関
等
の
債
券
現
先
取
引
等
に
係
る

利
子
等
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
特
定
金
融
機

関
等
の
範
囲
に
つ
い
て
の
細
目
を
定
め
る
と
と
も

に
、
非
課
税
の
対
象
と
な
る
振
替
国
債
に
係
る
債

券
現
先
取
引
の
要
件
及
び
当
該
債
券
現
先
取
引
か

ら
生
ず
る
差
益
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税

特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
七
条
の
二
及
び
第
三
九

条
の
三
三
の
三
関
係
）

４

資
産
課
税

特
定
土
地
等
及
び
特
定
株
式
等
に
係
る
相
続
税

の
課
税
価
格
の
計
算
の
特
例
等
に
つ
い
て
、
そ
の

対
象
と
な
る
特
定
株
式
等
に
係
る
法
人
の
範
囲
等

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行

令
第
四
〇
条
の
二
の
三
関
係
）

山
林
に
係
る
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
に
つ
い

て
、
災
害
に
よ
る
森
林
被
害
の
た
め
経
営
の
規
模

の
拡
大
を
行
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合
に
は
、

経
営
の
規
模
の
拡
大
に
係
る
期
限
を
当
初
認
定
起

算
日
等
か
ら
一
五
年
（
改
正
前
一
〇
年
）
を
経
過

す
る
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別

措
置
法
施
行
令
第
四
〇
条
の
七
の
四
関
係
）

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
・
贈
与
税
の
納

税
猶
予
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を
行
う
こ

と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
〇
条

の
八
〜
第
四
〇
条
の
八
の
三
関
係
）

被
災
し
た
認
定
贈
与
承
継
会
社
等
に
係
る
要

件
緩
和
の
特
例
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る

会
社
の
範
囲
等
を
定
め
る
。

納
税
猶
予
の
取
消
事
由
に
係
る
雇
用
確
保
要

件
に
つ
い
て
、
相
続
開
始
時
等
の
常
時
使
用
従

業
員
数
に
一
〇
〇
分
の
八
〇
を
乗
じ
て
計
算
し

た
数
に
一
人
に
満
た
な
い
端
数
が
あ
る
と
き

は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
（
改
正
前
切
り
上
げ

る
）。
た
だ
し
、
相
続
開
始
時
等
の
常
時
使
用

従
業
員
数
が
一
人
の
場
合
に
は
、一
人
と
す
る
。

医
療
法
人
の
持
分
の
放
棄
が
あ
っ
た
場
合
の
贈

与
税
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣

認
定
が
取
り
消
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
納
付
す
べ

き
贈
与
税
額
の
計
算
方
法
等
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
〇
条
の
八
の

九
関
係
）

特
例
事
業
者
等
が
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約

に
よ
り
不
動
産
を
取
得
し
た
場
合
の
所
有
権
の
移

転
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減

措
置
に
つ
い
て
、
特
例
事
業
等
に
お
け
る
特
定
建

築
物
の
要
件
に
一
定
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
こ
と

を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行

令
第
四
三
条
の
三
関
係
）

自
然
災
害
の
被
災
者
等
が
新
築
等
を
し
た
建
物

等
に
係
る
所
有
権
の
保
存
登
記
等
に
対
す
る
登
録

免
許
税
の
免
税
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
被

災
者
の
範
囲
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特

別
措
置
法
施
行
令
第
四
四
条
の
二
関
係
）

自
然
災
害
の
被
災
者
等
が
被
災
代
替
建
物
に
係

る
土
地
を
取
得
し
た
場
合
の
所
有
権
の
移
転
登
記

等
の
免
税
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
土
地
の

面
積
の
上
限
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別

措
置
法
施
行
令
第
四
四
条
の
三
関
係
）

自
然
災
害
の
被
災
者
が
作
成
す
る
代
替
建
物
の

取
得
又
は
新
築
等
に
係
る
不
動
産
譲
渡
契
約
書
等

の
印
紙
税
の
非
課
税
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な

る
被
災
者
の
範
囲
及
び
契
約
書
の
要
件
等
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
五

二
条
関
係
）

特
別
貸
付
け
に
係
る
消
費
貸
借
契
約
書
の
印
紙

税
の
非
課
税
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
公
的

貸
付
機
関
等
及
び
金
融
機
関
並
び
に
特
別
貸
付
け

の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置

法
施
行
令
第
五
二
条
の
三
関
係
）

５

消
費
課
税

被
災
事
業
者
が
提
出
し
た
消
費
税
の
簡
易
課
税

制
度
選
択
適
用
届
出
書
等
に
係
る
課
税
期
間
に
つ

き
、
そ
の
提
出
前
に
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
書

が
提
出
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
中
間
申

告
書
の
記
載
事
項
の
特
例
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
六
条
の
三
関

係
）輸

出
酒
類
販
売
場
で
販
売
す
る
免
税
酒
類
の
範

囲
、
免
税
販
売
の
方
法
及
び
輸
出
酒
類
販
売
場
の

許
可
手
続
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別

措
置
法
施
行
令
第
四
六
条
の
八
の
二
〜
第
四
六
条

の
八
の
五
関
係
）

苛
性
ソ
ー
ダ
の
製
造
業
者
等
が
特
定
の
石
油
製

品
等
を
発
電
（
苛
性
ソ
ー
ダ
の
製
造
に
使
用
す
る

電
気
に
係
る
も
の
に
限
る
。）の
用
に
供
し
た
場
合

の
石
油
石
炭
税
の
還
付
手
続
等
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
八
条
の
七

関
係
）

被
災
自
動
車
に
係
る
自
動
車
重
量
税
の
還
付
手

続
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法

施
行
令
第
五
一
条
の
五
関
係
）

二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
平
成
二
三
年
政
令
第
三
八
三
号
）
の
一
部
改
正
関
係

法
人
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給

構
造
改
革
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却

又
は
特
別
税
額
控
除
制
度
に
関
す
る
経
過
措
置
に
つ
い

て
、
連
結
納
税
の
承
認
を
取
り
消
さ
れ
た
場
合
に
本
制

度
に
よ
り
法
人
税
の
額
に
加
算
さ
れ
た
金
額
が
あ
る
と

き
に
お
け
る
法
人
税
法
等
の
適
用
に
係
る
規
定
の
整
備

を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
附
則
第
八
条
関
係
）

三

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
平
成
二
四
年
政
令
第
一
〇
五
号
）
の
一
部
改
正
関
係

法
人
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
沖
縄
の
特
定
中
小

企
業
者
が
経
営
革
新
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別

償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制
度
に
関
す
る
経
過
措
置
に

つ
い
て
、
連
結
納
税
の
承
認
を
取
り
消
さ
れ
た
場
合
に

本
制
度
に
よ
り
法
人
税
の
額
に
加
算
さ
れ
た
金
額
が
あ

る
と
き
に
お
け
る
法
人
税
法
等
の
適
用
に
係
る
規
定
の

整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
附
則
第
一
二
条
関
係
）

四

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
九
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
一
五

号
）（
財
務
省
）

１

租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等
に
関
す
る

法
律
の
適
用
対
象
か
ら
除
か
れ
る
租
税
特
別
措
置
法
の

規
定
の
範
囲
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条

関
係
）

２

適
用
額
明
細
書
の
提
出
義
務
の
対
象
と
な
る
法
人
税

関
係
特
別
措
置
の
範
囲
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し

た
。（
第
二
条
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
九
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の

臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
政
令
第
一
一
六
号
）（
財
務
省
）

１

避
難
解
除
区
域
等
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場

合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、

認
定
特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
復
興
再
生
計
画
の
変
更

に
よ
り
新
た
に
認
定
特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
と
な
る

区
域
等
に
お
け
る
本
制
度
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
期
間
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
二
条

の
二
の
三
、
第
一
七
条
の
二
の
三
及
び
第
二
二
条
の
二

の
三
関
係
）

２

避
難
解
除
区
域
等
に
お
い
て
避
難
対
象
雇
用
者
等
を

雇
用
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
認

定
特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
復
興
再
生
計
画
の
変
更
等

に
よ
り
、
新
た
に
認
定
特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
と
な

る
区
域
に
お
け
る
福
島
県
知
事
の
確
認
を
受
け
る
期
間

及
び
避
難
解
除
区
域
等
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
る
場

合
の
本
制
度
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
の

細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
二
条
の
三
の
三
、

第
一
七
条
の
三
の
三
及
び
第
二
二
条
の
三
の
三
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
九
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
駐
留
軍
等
の
再
編
の
円
滑
な
実
施
に
関
す
る
特
別
措
置

法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
一
七

号
）（
防
衛
省
）

１

再
編
交
付
金
の
交
付
終
了
年
度
に
つ
い
て
、「
法
附
則

第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再
編
実
施
基
準
日
か
ら
起

算
し
て
五
年
を
経
過
す
る
日
（
当
該
経
過
す
る
日
が
平

成
二
九
年
三
月
三
一
日
以
前
で
あ
る
場
合
に
は
、同
日
）

又
は
平
成
四
四
年
三
月
三
一
日
の
い
ず
れ
か
早
い
日
の

到
来
に
よ
り
再
編
関
連
特
定
周
辺
市
町
村
に
対
す
る
再

編
交
付
金
の
交
付
を
終
了
す
る
年
度
」
と
改
め
る
こ
と

と
し
た
。（
第
四
条
第
一
項
関
係
）

２

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
の
業
務
の
特
例
に
関
す
る

規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
章
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
一
八
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

県
費
負
担
教
職
員
の
給
与
負
担
に
係
る
改
正
に

伴
い
、
指
定
都
市
の
区
域
内
に
住
所
を
有
す
る
所

得
割
の
納
税
義
務
者
に
係
る
個
人
の
道
府
県
民
税

及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
を
講

ず
る
こ
と
と
し
た
。

平
成
三
〇
年
度
以
後
の
各
年
度
分
の
外
国
税

額
控
除
に
お
け
る
控
除
限
度
額
を
、
所
得
割
の

標
準
税
率
の
割
合
に
合
わ
せ
て
改
め
る
こ
と
と

し
た
。（
第
七
条
の
一
九
及
び
第
四
八
条
の
九
の

二
関
係
）
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